
電力インフラの強靱化に関する緊急対策

概 要： 平成30年北海道胆振東部地震によって北海道全域の大規模停電(ブラックアウト)が発
生したことを受け、電力広域的運営推進機関に設置された第三者委員会における検証
作業等も踏まえ、全国の電力インフラ総点検を行った結果、現行の法令等に照らし問
題のある設備はないことと、一部においては運用面での対策を講ずることで全体として
はブラックアウトの再発を防止できることなどが確認された。その上で、更なる電力供給
の強靱化に向けて、供給力・予備力の確保や地域間連系の強化等に加え、電力・ガス、
燃料の安定供給や、サプライチェーン上重要な事業所・工場、生活必需品の生産拠点
等の経済活動が継続できるよう、約55万kW分の自家用発電設備や蓄電システム、省
電力設備の導入等を支援するとともに、情報共有システムを構築する。

府省庁名：経済産業省

電力

期間：2019年度まで
実施主体：システム開発会社等

現場情報収集システムの構築等

内容：災害時における現場の被害状況・
復旧状況の収集等を迅速化する
システムを開発し、停電復旧の早期
化や国民への情報発信等に役立てる。

箇所：約55万kW
期間：2020年度まで
実施主体：民間団体等

停電の影響緩和策等

内容：災害時にも活躍する自家発・蓄電池・省電
力設備等の導入支援、再エネ等の地域に
おける利活用促進・安全対策等を実施する。

達成目標：
停電原因、被害状況、復旧進捗状況等

について、現場の写真を含めリアルタイム
把握する。

達成目標：
エネルギー需給構造の強靱化のため約55万kW

分の分散型電源等の導入をする。

ガスヒートポンプエアコン非常用発電設備
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風力発電の安全確保に関する緊急対策

概 要： 台風第２０号等による風力発電設備の倒壊事故を受けて、倒壊した風力発電設備と同
様の構造を有する風力発電設備の安全性について緊急点検を行い、安全性の確認さ
れていないものについては、原因究明を行い、必要に応じて、対策を指示。

府省庁名：経済産業省

電力

箇所：
約７００基の内数
（事故のあった風車と同様の構造を有する風車約７００基のうち、

安全上の対策を講ずる必要がある風車）

達成目標：
緊急点検で緊急対策を行う必要があるとされた風車の安全対策（対策率100%）

安全確保に関する対策

内容： 原因究明を行い、必要に応じて、対策を指示
台風20号により倒壊した風力発電設備
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製油所・油槽所に関する緊急対策

概 要： 全国の製油所（22箇所）・油槽所（110箇所）について、停電時出荷能力や強靱化（液状化・津波対
策）の進捗の緊急点検を行い、その結果を踏まえ、大規模災害時にも確実に燃料供給が行えるよう、
製油所・油槽所の非常用発電設備の整備・増強や設備の更なる強靱化のための緊急対策を実施
する。

府省庁名：経済産業省

燃料

非常用発電設備の整備・増強

箇所：更なる強靱化対策を進めていく必要がある
製油所・油槽所

期間：2020年度まで

実施主体：民間の石油精製事業者

内容：地震や液状化に対する耐性などを調査・把握
する。また、出入荷設備の耐震化や能力増強、
安全停止対策といった強靱化対策に係る支援
を実施する。

達成目標：各地域で災害時にも平時と同程度の燃料
の出荷能力を維持するため、強靱性評価
未実施の製油所・油槽所において評価を
実施し、その結果を踏まえ強靱化対策を進
める。

耐震化・強靱化対策等

箇所：非常用発電設備の整備・増強の必要がある
製油所・油槽所

期間： 2020年度まで

実施主体：民間の石油精製事業者

内容：非常用発電設備の整備・増強に係る支援を実
施することで、停電時も出荷能力を維持する。

達成目標：各地域で災害時にも平時と同程度の燃料
の出荷能力を維持するため、非常用発電
設備未設置の油槽所や燃料供給の要とな
る製油所・油槽所において非常用発電設
備の整備・増強を進める。

（非常用発電設備イメージ）
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燃料供給上重要なSS（サービスステーション）等に関する緊急対策

概 要 ：平成30年北海道胆振東部地震等を踏まえ、全国のSS等における自家発電設備の整備
状況及び災害時の緊急配送用ローリーの配備状況の緊急点検を行ったところ、更なる
強靱化対策を進めていく必要があることから、SS等における自家発電設備の整備、緊
急配送用ローリーの配備等の緊急対策を実施する。

府省庁名：経済産業省

燃料

箇所：全国約8,000箇所
停電発生時の燃料需要に対し、十分な供給力を確保するた
めに、全国に整備すべき自家発電設備を備えたSS等の数

期間：2020年度まで
実施主体：揮発油販売業者等

SS等における自家発電設備の整備

達成目標：

停電発生時の燃料需要に対し、十分な燃料
供給体制を確保するため、自家発電設備を備
えたSS等を全国約8,000箇所整備する。

箇所：全国約6,700台
停電発生時の重要施設等からの燃料供給要請に対応するた
めに必要な緊急配送用ローリーの台数

期間：2020年度まで
実施主体：揮発油販売業者等

緊急配送用ローリーの配備

達成目標：

停電発生時の燃料供給要請に対し、機動的
に対応できる体制を確保するため、緊急配送
用ローリーを全国約6,700台配備する。

内容：SS等における自家発

電設備の整備により、
災害時の安定的な燃
料供給を確保

内容：緊急配送用ローリー
の配備により、災害時
の機動的な燃料供給
を確保

SSの配電盤に接続された自家発電設備 電源車からの燃料供給要請に対応する
緊急配送用ローリー等
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ガス事業用LNG基地等に関する緊急対策

概 要：平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、全国のガス事業用のLNG基地等へ自家発電
設備の設置状況等の緊急点検を実施。長時間停電時、ガス事業者の供給機能を維持
するために電気が必要である事業所のうち、自家発電設備等の導入が必要な２事業所、
自家発電設備を保有しているが、ガスの長時間連続製造/供給に課題がある22事業所
に対し、自家発電設備整備等の緊急対策を実施する。

府省庁名：経済産業省

燃料

自家発電設備等の導入、更新、増強等

箇所：
・自家発電設備の設置がなく、他基地によるバックアップ等による供給機能の維持が困難な
事業所：２箇所
・長時間連続製造／供給に課題がある事業所：２２箇所

期間：2020年度まで
実施主体：民間等のガス事業者

内容：
長時間停電時にも運転可能な自家発電設備等の導入を促すことによってガスの供給機能を強化。

達成目標：
自家発電設備を保有していない全ての事業所及び自家発電設備を保有しているが、ガスの長時

間連続製造/供給に課題がある全ての事業所について、自家発電設備等を整備。

長時間連続運転仕様
自家発電設備

燃料貯槽
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【事業イメージ】

（１）球形タンクを支える脚部（ブレース）補強の促進
球形タンクを保有する事業者が、最新基準（平

成25年11月に改正）への適合に向けて球形タン
クを支える脚部（ブレース）の耐震補強に取り組
む場合の費用の一部支援を行い、耐震性の強化
を図る。

（２）重要既存高圧ガス設備に対する耐震補強の促進
既存の高圧ガス設備のうち、敷地外の建物等

に被害を与える保安上重要度の高い設備を保有
する事業者が、最新の耐震基準への適合や基
準以上の耐震性を確保するために耐震補強対
策に取り組む場合の費用の一部支援を行い、耐
震性の強化を図る。

高圧ガス設備の耐震補強に関する緊急対策

概 要： 東日本大震災における球形貯槽崩壊の被害をうけ、既存の高圧ガス設備については、最新の基
準に適用するよう耐震補強が求められている。今後、南海トラフ巨大地震等、より大きな地震が発
生する可能性も指摘されており、当補強については緊急に実施しなければならない。大規模地震
対策として、既存の高圧ガス設備を最新の耐震基準に適合させるために補強工事を行う事業者に
対し補助を実施する。

府省庁名：経済産業省

燃料

箇所：石油化学関連設備３１基以内、石油精製関
連設備９基以内
耐震補強工事を予定する高圧ガス設備のうち、事業者の生産計

画、設備管理計画等に基づき平成３１年度に対策を実施する設備

期間：2020年度まで
実施主体：民間事業者

高圧ガス設備の耐震補強支援事業の実施

内容：事業者が既存の高圧ガス設備を最新の耐震
基準に適合させるための補強工事に要する
費用に対して補助を行う。

達成目標：

既存の高圧ガス設備を最新の耐震基準に適合化
させることにより、高圧ガスに係る災害事故による
人的被害の抑制、最小化を大幅に進捗（2022年度
に耐震対策を完了）

【耐震基準の見直しを実施した球形タンク
を支える脚部（ブレース）の補強等対策】
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災害時に役立つ再エネ・蓄エネシステムに関する緊急対策

概 要： 平成30年の大規模災害を踏まえ、全国の再エネ・蓄エネシステム（太陽光発電、蓄電
池等）の破損状況及び災害時の機能発揮状況について緊急点検を行い、発電・蓄電
容量の不足及び停電時の自立運転が不可能といった課題が判明したため、大規模災
害時においても発電・電力供給等の機能発揮が可能な再エネ・蓄エネシステムの整備
等の緊急対策を実施する。

府省庁名：環境省

電力

箇所：47都道府県等の避難所等 約250ヵ所
避難所のような公共施設で、災害時等にエネルギー供給途絶に

よって、避難所等としての機能発揮しない恐れが高い施設

期間：2020年度まで
実施主体：都道府県等

再エネ・蓄エネ設備等の設置（公共施設） 再エネ・蓄エネ設備等の設置（民間施設）

避難所に設置した
太陽光発電

内容：地域防災計画に避難施設
等として位置づけられた公
共施設に、再エネ・蓄エネ
等の設備等を導入すること
で機能を確保。

達成目標：平時の温室効果ガス削減のみならず、
大規模災害時のエネルギー供給を確保
するため、47都道府県等の避難所等約
250ヵ所において、再エネ・蓄エネ設備を
導入

箇所：災害時の電源確保が必要な民間施設等
約270ヵ所

食料、飲料、生活必需品、燃料等を販売する商業施設及び
避難所等の防災拠点となるような民間施設で、電力の途絶に
よって機能発揮しない恐れが高い施設

期間：2020年度まで
実施主体：民間団体等
内容：地域防災計画に避難施設等と

して位置づけられた民間施設に、
再エネ・蓄エネ等の設備等を導
入することで機能を確保。

達成目標：平時の温室効果ガス削減に加え、災害
時の機能を確保するため、災害時の電
源確保が必要な施設等約270ヵ所におい
て、再エネ・蓄エネ設備を導入

再エネ・蓄エネ等を
設置した民間施設
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原子力規制検査の体制整備に関する緊急対策

概 要： 平成30年北海道胆振東部地震等の災害の発生を受けて、同様の災害の発生に備える
ために、原子力施設の復旧の状況を確認する検査及び評価に必要な業務システムが
未整備で、状況を迅速に国民が共有できないという課題が見つかったので、原子力規
制検査業務システム及び原子力規制検査ホームページ整備の緊急対策を行う。

府省庁名：環境省

電力

箇所：原子力規制検査業務システム
地方事務所及び本庁で、入出力・タスク管理がシステム化
されていない、作業に時間を要している検査及び評価項目

期間：2019年度まで
実施主体：国

原子力規制検査業務システムの構築・整備

内容： 施設の復旧に対応

する検査、評価に係る入出
力のシステム化で、迅速な
対応を可能とし、長期間の
電力供給停止を回避

達成目標：検査、評価及び
結果の出力に要する期間を
縮減するため、実用発電用

原子炉に係る原子力規制検査業務システムの
構築・整備を完了。

箇所：原子力規制検査ホームページ
検査及び評価の結果のホームページ掲載作業が自動化
されていない、原子力規制検査に関するコンテンツ

期間：2019年度まで
実施主体：国

原子力規制検査ホームページの構築・整備

内容：検査・評価データを
ホームページに即時掲載
するコンテンツの整備で、
迅速な公表体制を確立し、
電力復旧状況を国民に共
有
達成目標：検査及び評価の
結果に係る公表作業時間を

縮減するため、実用発電用原子炉に係る原子
力規制検査ホームページの構築・整備を完了。

検査官による検査・
評価・報告を支援

検査スケジュール ・
タスク管理

検査による気付き事項、
指摘事項の登録

指摘事項の評価、検索

総合的な評定、報告書

パフォーマンス指標

公表用データを出力

業務システムからの
公表用データ入力

データを変換して即時
にホームページ掲載

検査官の指摘事項一覧

総合的な評定等に応じ
た規制機関の対応状況

事業者の保安活動
の結果を定量的に
表す指標

106



農業水利施設に関する緊急対策農業

箇所：約1000地区
耐震性能や健全度等が十分でなく、非常時に機能を
喪失するおそれがあるなど、早急な対応が必要な地区

期間：2020年度まで
実施主体：国、都道府県 等

非常時にも機能を確保するための対策

内容：非常時にも機能を確保するために
必要な施設の耐震化等により機能
喪失を防止

達成目標：
早急に対策が必要な約1000地区において、
自然災害などの非常時に農業用水の供給
等の機能を確保するための対策を概成。

概 要：平成30年北海道胆振東部地震等を踏まえ、食料の安定供給に不可欠な農業水利施設
の操作・監視状況、災害時の機能維持の方策等に係る緊急点検を行い、自然災害など
の非常時に農業用水の供給などの本来の機能や施設を安全に管理する機能が失われ
るおそれがある施設が判明したため、早急な対応が必要な施設について、非常時にもこ
うした機能を確保するために必要な施設の耐震化等の緊急対策を実施する。

府省庁名：農林水産省

【ダム耐震対策（イメージ）】
ダムに盛土（赤色）し、耐震性を向上

耐震補強（盛土）

ポンプ設備の更新
ダムの状況を確認するためWebカメラ
を設置

適正な水門操作を行うための
整備 管理施設の整備

耐震不足が生じている箇所を補強
（堰柱の巻立）
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卸売市場に関する緊急対策

概 要： 平成30年台風21号、北海道胆振東部地震等を踏まえ、一定規模以上の卸売市場を対
象に、非常用電源の設置状況の緊急点検を行った結果、停電により卸売市場運営に
支障の生じる恐れが強く緊急的に対策の必要な市場の存在が判明したため、停電時
の電源確保等に向けた緊急対策を実施する。

府省庁名：農林水産省

農業

箇 所 ： 約100市場
緊急点検を行った卸売市場のうち、停電により卸売市場運営に支障の生じる恐れ
が強い市場

期 間 ： 2020年度まで

実施主体： 地方公共団体、第三セクター、事業協同組合、法人等

内 容 ： 停電時の電源確保等に向けた対策を実施することで、卸売市場機能を維持する

達成目標： 卸売市場における生鮮食料品等の安定供給を確保するため、停電により卸売市場
運営に支障の生じる恐れが強い市場において、電源確保等に向けた対策を大幅に
進捗

停電時の電源確保等に向けた対策
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酪農家、貯乳施設、乳業施設、食肉処理施設に関する緊急対策

概 要：平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、畜産物の安定供給上重要な畜産関係施設等を
対象に緊急点検を行い、大規模停電時に稼働を確保すべき基幹となる畜産関係施設につ
いて、停電時の対応計画の作成及び非常用電源設備の導入等により、生乳及び食肉の持
続可能な生産・流通を確保する体制を整備する。

府省庁名：農林水産省

農業

実施主体：食肉処理業者

（食肉処理施設）
停電時の対応計画の作成、非常用電源設備の導入

箇所：各都道府県において選定し
た、大規模停電時に稼働を確
保すべき基幹となる食肉処理
施設のうち、非常用電源設備
の導入が必要な施設 40施設

内容 ：選定された食肉処理施設において、停電時の

対応計画を作成するとともに、当該計画を踏まえ、
必要な非常用電源設備を導入。これにより、災
害時における食肉の持続可能な生産・流通を確
保する。

達成目標：選定された食肉処理施設において、停電
時の対応計画の作成率 100％

期間：2020年度まで

箇所：全国10のブロック

（酪農家、貯乳施設、乳業施設）
停電時の対応計画の作成、非常用電源設備の導入

実施主体：指定生乳生産者団体、
乳業者等
（都道府県、農協など地
域の関係者と連携）

期間：2020年度まで

内容：停電時の対応計画を作成するとともに、当該計
画を踏まえ、地域の生乳流通継続のために基幹
となる施設の非常用電源設備を導入。これにより、
災害時における生乳の持続可能な生産・流通を
確保する。

食肉処理施設乳業施設

達成目標：全国10のブロックで、生乳の持続可能な
生産・流通を確保するために必要な停電時
の対応計画の作成率 100％
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概 要：本年の豪雨、台風、大雪被害等の多発と被害拡大を踏まえ、十分な耐候性のない可
能性のある農業用ハウスの緊急点検を行い、老朽化等により対策が必要な農業用ハ
ウスが判明したため、被害防止計画を策定した上で農業用ハウスの補強等の対策を
実施する。

府省庁名：農林水産省

農業用ハウスの災害被害防止に関する緊急対策農業

箇所：約9,000ha

期間：2020年度まで

実施主体：地方自治体等

農業用ハウスの災害被害防止対策

内容：地方自治体等において、被害防止計画を
策定した上で農業用ハウスの補強等の対
策を講じることで、災害によるハウスの倒
壊や損傷を防止。

達成目標：対策が必要な約9,000haについて、農
業用ハウスの被害防止計画の策定と、
補強等の対策を完了。

各都道府県が被害防止計画を策定

・農業用ハウスの補強、保守管理の強化に
向けた講習会の実施

・産地ぐるみでの園芸施設共済加入促進

十分な耐候性のない農業用ハウスの災害被害防止対策

防風ネットの設置 ハウスの補強

上記と併せて、強い農業・担い手づくり総合支援交付金により、耐候性ハウスの整備や
強度の高いパイプハウスの導入等、老朽化したハウスの再建を支援。
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流通や防災上特に重要な拠点漁港における緊急対策

概 要： 北海道胆振東部地震及び平成30年台風21号を踏まえ、流通や防災上特に重要な漁
港を対象に、防波堤等の安全性や荷さばき所等における主要電源の浸水リスク等の
緊急点検を行い、発災時に主要施設の倒壊や電源の喪失による被害の恐れが強く緊
急的に対策が必要な漁港について、防波堤等の強化や主要電源の浸水対策、非常用
電源の設置等の緊急対策を実施する。

府省庁名：農林水産省

漁港

箇所：約60漁港
・地震・津波等の外力に対して防波堤等構造物の安定性が確保されていない施設や、

津波・高潮に対して主要電源の浸水リスクが高い施設等を有し、緊急性の高い地区を

選定。

期間：2020年度まで
実施主体：国、都道府県、市町村等

流通・防災機能の強化対策

内容：
・主要な防波堤や岸壁等の耐震、耐津波、耐浪化対策等
・主要な荷さばき所等の耐震化や主要電源の浸水対策等

達成目標：
・約60漁港で防波堤や岸壁等の機能を強化を強化するため、整備を大幅に進捗

・約20漁港で荷さばき所等の耐震化や被災時の主要電源を確保するため、整備
を大幅に進捗

岸壁の耐震強化

電源施設の浸水対策
（２階に設置）
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概 要：平成30年７月豪雨災害や平成30年北海道胆振東部地震災害を踏まえ、全国の上水道
事業等を対象に、重要度の高い水道施設※の災害対応状況について緊急点検を行い、
大規模な断水が生じるおそれがある施設として、（１）停電によるものが139ヵ所、（２）土
砂災害によるものが94ヵ所、（３）浸水災害によるものが147ヵ所、（４）2020年度までに耐
震化が必要な浄水場３％、配水場４％が判明したため、自家発電設備の設置や対策工
事等の緊急対策を実施する。 ※ 病院等の重要給水施設に至るルート上にある水道施設

府省庁名：厚生労働省

全国の上水道施設（取・浄・配水場）に関する緊急対策水道

箇所：139ヵ所
各水道事業の基幹となる浄水場※のうち、停電により給水停止
のおそれが高い施設
※ 一般的な可搬式自家発電設備等で対応可能な日量5,000m3以下の施設を除く

期間：2020年度まで

実施主体：都府県、市町村等の上水道事業者、

水道用水供給事業者

（１）自家発電設備の設置等

内容：取・浄水場における
自家発電設備の設置

達成目標：

停電により大規模な断水のおそれが高い基
幹となる取・浄水場において、停電対策を概
成させる

箇所： 94ヵ所
各水道事業の基幹となる浄水場のうち、土砂災害警戒区域内
に位置し、土砂災害により給水停止のおそれが高い施設

期間：2020年度まで

実施主体：都府県、市町村等の上水道事業者、

水道用水供給事業者

（２）土砂流入防止壁の設置等

内容：取・浄水場における
土砂流入防止壁の設置等

達成目標：

土砂災害により大規模な断水が生じるおそ
れが高い取・浄水場において、土砂災害対策
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全国の上水道施設（取・浄・配水場）に関する緊急対策水道

箇所： 147ヵ所
各水道事業の基幹となる浄水場のうち、浸水想定区域に位
置し、浸水災害により給水停止のおそれが高い施設

期間：2020年度まで

実施主体：都府県、市町村等の上水道事業者、

水道用水供給事業者

（３）防水扉の設置等

内容：取・浄水場における防水扉や止水堰の
設置等

達成目標：

浸水災害が原因で大規模な断水が生じる
おそれが高い取・浄水場において、浸水対
策を概成させる

箇所： ３％の浄水場
４％の配水場

浄水場、配水場等のうち、地震により給水停止のおそれが高
い施設

期間：2020年度まで

実施主体：都府県、市町村等の上水道事業者、

水道用水供給事業者

（４）耐震補強等

内容：浄水場、配水場等の耐震補強等

達成目標：

重要度の高い浄水場の耐震化率を３％、配
水場の耐震化率を４%引き上げる

※ 浄水場の耐震化率＝耐震化されている浄水能力／全ての浄水能力×100
※ 配水場の耐震化率＝耐震化されている配水池の有効容量

／全ての配水池の有効容量×100

浸水被害を受けたポンプ施設 浸水対策のイメージ

浄水場の耐震化工事
（内面からの壁等の補強）

配水池の耐震化工事
（内面からの壁・柱等の補強）
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全国の上水道管路に関する緊急対策

概 要：平成30年７月豪雨災害や平成30年北海道胆振東部地震災害を踏まえ、全国の上水道
事業者等において、水道管路の災害対応状況について緊急点検を行い、2022年度まで
に耐震化すべき基幹管路約8,600kmについて、耐震化のペースを現在の1.5倍に加速さ
せる緊急対策を実施する。

府省庁名：厚生労働省

水道

箇所：約4,600km
災害等で破損した場合に断水影響が大きい基幹管路の内、2020年までに

耐震化すべき管路

期間：2018年度から2020年度まで

実施主体：都府県、市町村等の上水道事業者、

水道用水供給事業者

内容：耐震性の高い管路への更新

基幹管路の耐震化の実施

達成目標：
基幹管路の耐震適合率について、38.7％（2016年度末

実績）を2022年度末に50％にする （2018年度以降、年
２％（約2,000km）のペースに引き上げを実施）

断面図

！

突部がロックリ
ングに当たり管
の抜け出しを

大阪府北部を震源とする地震における送水管の破損現場

耐震性の高い管路の例
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工業用水道に関する緊急対策

概 要： 平成３０年７月豪雨や北海道胆振東部地震等における被害状況を踏まえ、全工業用水道事業
（２４３事業）を対象に、洪水による浸水対策、非常用電源設備に関する対策、インフラ施設の耐
震化について緊急点検を行い、浸水、耐震化対策等の必要のある事業が判明したため、緊急
対策を実施するもの。

府省庁名：経済産業省

水道

達成目標：大規模地震や浸水等の大規模災害時においても、工業用水の安定的な供給を確保するため、
緊急対策が必要な全ての工業用水道施設において、浸水対策、電源喪失防止対策及び耐震化
対策を大幅に進捗させる。

箇所：約３３事業
期間：２０２０年度まで
実施主体：工業用水道事業者

（地方公共団体）
内容：浸水対策が不十分と判明し

た事業に対し、施設開口部
の防水化や防水壁の嵩上
げ等により浸水対策を行う。

箇所：約８３事業
期間：２０２０年度まで
実施主体：工業用水道事業者

（地方公共団体）
内容：電源喪失時の対策が不十

分と判明した事業に対し、
電源設備の確保を図り、給
水停止を防止する。

箇所：約３３事業
期間：２０２０年度まで
実施主体：工業用水道事業者

（地方公共団体）
内容：建設後４０～５０年が経過し

施設の老朽化が進行。耐
震化対策が急務。送水に
影響を与える管路等につい
て、各事業体における更
新・耐震化の必要性と事業
計画を踏まえ、耐震化対策
を行う。

非常用電源設備の対策浸水対策 耐震化対策
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大規模災害時にトラブル発生の危険性が高い独立行政法人関連設備の緊急対策

概 要： 国立研究開発法人産業技術総合研究所（産総研）及び独立行政法人製品評価技術基盤機構
（NITE）の全国の施設において著しく老朽化している設備等の更新・改修を行う。これにより、民間企
業との共同受託研究・法執行支援業務・試験評価業務等を継続的に実施できる環境を早急に整備
することで、業務停滞による企業の社会経済活動への影響を防止する。産総研では、電力関連設備、
給排水関連設備等の改修、ＮＩＴＥでは、老朽設備の改修等工事、大型蓄電池システムでの試験評
価施設における試験用資材の保全等のための作業準備棟の早期整備等を行う。

府省庁名：経済産業省

電力

老朽設備の緊急改修

箇所：
産総研つくばセンター等の施設（３カ所） 電力関連設備等
ＮＩＴＥ本所等の設備（４カ所） 分電盤等

期間：2019年度中
実施主体：国、産総研、NITE
内容：研究施設等の緊急改修
達成目標：
（産総研）

３カ所で緊急改修を完了し、業務停滞による企業の事業活
動への影響を防止する。
（NITE）

４カ所で緊急改修を完了し、業務停滞による企業の事業活
動への影響を防止する。

大型蓄電池システム試験評価施設の作業
準備棟整備

期間：2019年度中
実施主体：国、ＮＩＴＥ

内容：作業準備棟の整備
達成目標：

大型蓄電池システムの試験評価施設作業
準備棟の整備を完了し、評価業務の停滞によ
る企業の事業活動への影響を防止する。

箇所：ＮＩＴＥ大阪事業所

大型蓄電池システム試験評価施設を利用する
事業者の資材保全及び作業者の安全確保
（大阪事業所）
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国立大学法人、国立研究開発法人等施設等の重要インフラ設備に関する緊急対策

概 要： 平成30年大阪北部地震等を踏まえ、国立大学法人、国立研究開発法人等施設等を対象に、重要インフラ設

備（自家発電設備等）の保有状況等の緊急点検を行ったところ、直ちに対策を行わない場合、災害発生後に
研究活動の中断、データ消失、試料滅失の危機等がある８８法人について、研究活動継続や安全確保対策
等のためのインフラ設備の更新、最重要研究設備の改修・整備等を実施する大学等を国が支援するなどに
より改善する緊急対策を実施する。

府省庁名：文部科学省

教育

箇所：８２法人
緊急点検の結果、災害発生後に研究活動の中断、データ消

失、試料滅失の危機等がある法人

期間：２０２０年度まで
実施主体：国立大学法人等

研究活動継続や安全確保対策等のための
インフラ設備更新等

内容：自家発電設備の浸
水対策や部品交換が困難
な設備の更新などにより、
研究活動の中断等の危機
等を回避

達成目標：

研究活動の中断等の危機等がある法人において、重

要インフラ設備に課題があり、特に改善の緊急性の
高い国の支援が必要な全ての設備の改善を完了

箇所：６法人
緊急点検の結果、災害発生後に研究活動の中断、データ消
失、試料滅失の危機、来訪者等不特定多数の人的被害等が

発生する恐れ等がある法人

期間：２０１９年度まで
実施主体：国立研究開発法人

研究活動継続や安全確保対策等のための
インフラ設備更新等

内容：研究設備等の防災安全
対策等を図ることで、研究活
動の中断等の危機等を回避

達成目標：
研究活動の中断等の危機等がある

法人において、重要インフラ設備に

課題があり、特に改善の緊急性の高い国の支援が必要
な全ての設備等の改善を完了

屋上に設置した自家発電設備

ターボ冷凍機

チラー冷凍機

更新
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国立大学や大学共同利用機関における最先端研究基盤に関する緊急対策

概 要：近年多発する災害による超精密機器の破損や情報ネットワークの断線などを踏まえ、
国内外の多数の学生や研究者等が防災・減災に資する最先端の研究活動を行う基
盤となる研究インフラについて、被害の抑止・最小化などの災害対策が急務となって
いる。このため、大規模災害の発生に備え、火山等の環境変動観測システムや膨大
なデータを瞬時に流通・利活用できる情報インフラ設備等の整備を実施する。

府省庁名：文部科学省

教育

箇 所：国立大学１０法人、大学共同利用機関３法人
期 間：2019年度まで
実施主体：国立大学及び大学共同利用機関

研究インフラの災害対策による国土強靭化

内 容：大規模災害の発生に備え、火山等の環境変動観
測システム等の研究基盤の整備を実施するほか、
国内外の多数の学生や研究者等が、防災・減災
に資する最先端の研究活動を行う基盤となる研究
インフラについて災害対策を行う。

達成目標：国内外の多数の学生や研究者等が最先端の研究活動を
行う基盤の大規模災害による被害抑止・最小化のための
研究インフラの災害対策をすべて完了

■ 地震発生後20分以内に、スパコンによる詳細な
津波浸水被害をシミュレーションし、遠隔地に配信する
システムを運用中（超高速情報ネットワーク「ＳＩＮＥＴ」）

■ 火山内の地下水やマグマの分布を測定するシステムを
構築し、地震や噴火予知の高度化するため御嶽山をはじ
めとする国内の火山を観測中（火山観測システム）

ミュオンが透過して撮像された火山

御嶽山の噴火
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国立大学等の基盤的インフラ設備の強靭化に向けた緊急対策

概 要：国立大学等の情報通信機能の停止により災害情報等の収集・伝達のために必要な情

報通信網への支障や、地震発生時に装置等の破損・破裂などにより被害が生じる恐れ

のある基盤的なインフラ設備の整備を通じて、情報通信機能の確保や人命の保護を図る。

府省庁名：文部科学省

教育

箇所：12国立大学等 12ヵ所
老朽化等により早急に整備が必要な基盤的インフラ設備
（情報ネットワークシステム、ヘリウム液化システム）

期間：2020年度まで

実施主体：国立大学等

国立大学等の基盤設備の整備による強靭化

内容：災害発生時における情報通信機能の確保や
人命保護等に係る対策を講じるため、国立
大学法人等の基盤的インフラ設備の更新を
行う。

達成目標：国土強靭化に資する基盤的インフラ
設備の整備完了

ヘリウム液化システム

情報ネットワークシステム
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大規模災害に備えた廃棄物処理体制整備緊急支援に関する緊急対策
一般廃棄物処理施設の整備及び更新に関する緊急対策

概 要： 平成30年大阪北部を震源とする地震等を踏まえ、災害廃棄物処理計画及び一般廃棄
物処理施設に関する緊急点検を行い、災害廃棄物処理計画の策定促進が必要な自
治体について、全国８ブロックからそれぞれ代表的な事例となるような自治体(約120自
治体)や、災害時の事故リスクが懸念され、更新時期を迎えた一般廃棄物処理施設(約

60施設)について、災害廃棄物処理計画策定の促進を強化して行うほか、施設の整備
及び更新を支援するとともに、防災機能の向上を図る等の緊急対策を実施する。

府省庁名：環境省

環境

箇所：全国８ブロックから各15自治体
(計約120自治体)

期間：2020年度まで
実施主体：国

災害廃棄物処理計画の策定促進及び大規模災害に
備えた廃棄物処理体制整備

災害廃棄物処理計画の策定を促進し、処理
計画作成事例等を横展開することで、他自治
体の処理計画策定を促すほか、ブロックごと
に大規模災害発生時の体制整備を実施

達成目標：

大規模な災害の発生時においても、早期復旧・復興
につながるような体制整備の大幅な進捗

箇所：自治体及び事務組合が所管する廃棄物処理
施設 約60施設
期間：2020年度まで
実施主体：市町村、一部事務組合

一般廃棄物処理施設の整備及び更新の支援

達成目標：

災害時においても迅速に復旧・復興可能な廃棄物
処理システム構築の大幅な進捗

内容： 交付金等による施設の整備及び更新を支援す
ることにより、災害時にも稼働し、復旧復興段
階でのガレキ処理にも貢献する等の防災機能
の向上を図る等の緊急対策を実施

内容：
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産業廃棄物不法投棄等原状回復措置に関する緊急対策

概 要： 平成30年７月豪雨等を受けて、不法投棄等事案による汚染が大雨等で流出するリスク
（地下水汚染除去工事箇所の近接地における土砂崩落等）が判明したことから、こうし
た災害の発生に備えるために、特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特
別措置法に基づく５ヵ所の産業廃棄物の不法投棄等事案について、緊急対策を実施
する。

府省庁名：環境省

環境

箇所：平成10年６月16日以前の不法投棄等事案で平成25年３月31日までに環境大臣に協議し、
同意を得た都道府県等による特定支障除去等事業（５ヵ所）

期間：2020年度まで
実施主体：都道府県等

内容：産業廃棄物の不法投棄等事案について、
都道府県等が行政代執行により実施する
生活環境保全上の支障（土壌・地下水の
有害物質による汚染等）の除去等対策を
実施

達成目標：特定支障除去等事業による緊急対策を、平成32年度までに完了

崩落箇所 崩落箇所
地下水汚染除去工

事箇所
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災害に強いリサイクル設備（省CO２型リサイクル高度化設備）整備促進緊急対策

概 要： 平成30年７月豪雨等における大規模自然災害を踏まえ、大量に発生した家電・小型家電等の
災害廃棄物に対応したリサイクル・適正処理体制を整備する必要がある。これらの災害廃棄物
には、多くのプラスチックが含有されており、廃プラスチックについては災害時のみならず、平時
においても中国等の禁輸措置の影響により国内での廃プラスチックの滞留は喫緊の課題となっ
ている。災害時に大量発生した廃プラスチックの安定的なリサイクル体制を確保するために、災
害時の基幹的なリサイクル拠点となる約240ヵ所にプラスチックリサイクル体制の拡充・強化の
ための新規設備を導入することにより、災害に強く、より高度なリサイクル体制整備を行う緊急
対策を実施する。

府省庁名：環境省

箇所：リサイクル拠点約240ヵ所
災害時の基幹的なリサイクル拠点

期間：2020年度まで
実施主体：非営利法人

リサイクル高度化設備の面的整備

内容：全国にプラスチックのリサイクル高度化設
備を導入することによる、廃棄物処理の円
滑化

達成目標：

災害時の基幹的なリサイクル拠点すべてにプラ
スチックリサイクル高度化設備の導入を完了

プラスチックリサイクル高度化設備の例

光学選別等により高度な選別が可能

押出成型によるペレット化により国内循環の向上

環境
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全国の浄化槽に関する緊急対策

概 要：平成30年7月豪雨、平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、全国の単独浄化槽及び合
併浄化槽の設置状況（設置後経過年数、破損、漏水等）について緊急点検を行い、 約
400万基ある単独浄化槽のうち廃棄物処理施設整備計画に基づき転換すべき単独処
理浄化槽であって、早期に転換が必要な浄化槽が残存していることが判明した。浄化
槽が破損することにより土壌や地下水への大腸菌群の流出等、生活環境の悪化リ
スクも増加し、伝染病等の発生につながることから、災害に強く早期に復旧できる合
併浄化槽の整備等の緊急対策を実施する。

府省庁名：環境省

環境

単独浄化槽から合併浄化槽への転換

単独浄化槽撤去 合併浄化槽設置

単独転換浄化槽設置工事

配管工事

達成目標：

浄化槽整備区域内の合併浄化槽基数割合を、
現状の62％（29年度実績）から70％とする

箇所：単独浄化槽約1.9万基

期間：2020年度まで
実施主体：国、地方公共団体および

個人の単独浄化槽管理者

内容：災害に強く早期に復旧できる特性を持つ
合併浄化槽を整備することで、し尿、生活
雑排水処理システムの強靱化を実現

長期間の稼働による破損
や漏水等の事例が多く報
告。
生活排水の垂れ流しのみ
ならず、公衆衛生に支障を
生じる可能性

上部破損
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概 要： 平成30年7月豪雨、平成30年北海道胆振東部地震の発生を受けて、浄化槽の破損
等の報告があったことで脆弱性対策の必要といった課題が見つかった。
長期間稼働している浄化槽は災害が発生した場合の破損リスクが大きく、それにより

土壌や地下水への大腸菌群の流出等、生活環境の悪化リスクも増加し、伝染病等の
発生につながることから、こうした災害の発生に備えるために、浄化槽の補修、更新を
計画的に行い、更新及び維持管理に係る費用を削減するための各自治体に向けた長
寿命化計画策定のガイドラインを作成する等の緊急対策を実施する。

府省庁名：環境省

浄化槽長寿命化計画策定のための緊急対策環境

長寿命化計画策定のためのガイドライン作成

箇所：浄化槽整備事業を行っている都道府県、市町村
期間：2020年度まで
実施主体：国
内容：浄化槽の補修、更新を計画的に行い更新及び維持管理に係る費用の削減や、更新時期が

重なることによる予算のひっ迫を防ぐため、長寿命化計画策定のためのガイドラインを作成
し公表する

達成目標：長寿命化計画策定のためのガイドラインの公表と関係自治体への周知を完了

浄化槽維持管理
計画ガイドライン

20xx年x月

• 予測結果

• 浄化槽転換・更新基

数の把握に基づく中

長期財政計画の策定

• 早期転換の促進浄化槽台帳

個別計測データ
データ解析
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JESCO高濃度PCB処理施設に関する緊急対策

概 要：平成30年大阪北部を震源とする地震及び平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、
地震によるJESCO高濃度PCB処理施設の設備故障を防ぐため、JESCO高濃度PCB処理
施設の設備等の点検を行った結果、処理の安全性を確保し、設備の故障リスクを低
減するとともに地元住民の安全・安心を確保するために早期に補修・改修が必要な設
備等が判明したため、当該設備等の補修・改修を行うとともに、施設の確実かつ速や
かな原状回復を進める等の緊急対策を実施する必要がある。

府省庁名：環境省

環境

箇所：JESCO高濃度PCB処理施設の５事業所

期間：2020年度まで

実施主体：中間貯蔵・環境安全事業株式会社
（JESCO）等

内容：点検の結果を踏まえ、早期に実施することが
必要な設備等の補修・改修等を実施

達成目標：補修・改修を実施した施設の割合を100％

大阪事業所

豊田事業所
東京事業所

北海道（室蘭）事業所

北九州事業所
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PCB早期処理のための緊急対策

概 要： 平成30年大阪北部を震源とする地震及び平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、災
害によるＰＣＢ廃棄物の紛失を防ぐため、こうした災害に備えるために、未把握の高濃
度PCB廃棄物及び使用製品が未だに市中に多数残されているといった課題に対応し、
災害時のPCB廃棄物の紛失リスクを低減するため、各都道府県・政令市（122自治体）
における高濃度PCB廃棄物及び使用製品の早期処理を促す等の緊急対策を実施す
る。

府省庁名：環境省

環境

箇所：各都道府県・政令市（122自治体）

期間：2020年度まで

実施主体：環境省

内容：PCB廃棄物の掘り起こし調査に係る
都道府県・政令市への支援や、PCB廃棄物
を保管しているおそれのある事業者への
処理に係る周知等を実施

達成目標：全ての自治体に対し、支援・周知を完了

PCB廃棄物の例

変圧器 コンデンサー
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航空輸送上重要な空港等に関する緊急対策（基本施設）

概 要：平成30年台風21号等を踏まえ、航空輸送上重要な空港等を対象に、護岸や排水施設の
設計条件等の緊急点検を行った結果、部分的な沈下等により必要な護岸高さを確保で
きていない施設や浸水の可能性が懸念される施設があることが判明したため、護岸の
嵩上げや排水機能強化による緊急対策を実施する。また、液状化の可能性が懸念され
ることが確認された滑走路等について、所要の耐震対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

空港

箇所：約３空港
発災後３日を目処に定期民間航空機の運航を再開するため
に滑走路等の耐震対策が必要な空港

期間： 2020年度まで
実施主体：国

滑走路等の耐震対策

内容：
滑走路等の液状化対策

達成目標：

航空輸送上重要な空港等１６空港において、滑
走路2,500m以上の耐震対策を完了

箇所：関西国際空港を含む約６空港
護岸高さの確保が必要な空港や浸水の可能性が懸念
される空港

期間：2020年度まで
実施主体：国等

護岸嵩上げ･排水機能強化による浸水対策

内容：

護岸の嵩上げや排水機能
の強化

達成目標：

航空輸送上重要な空港等１６空港のうち、特に
浸水の可能性が懸念される箇所の対策を完了

＜基本施設の液状化対策＞＜既存護岸の嵩上げ＞
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航空輸送上重要な空港等に関する緊急対策（無線施設等）

概 要：平成30年台風21号等を踏まえ、航空輸送上重要な空港等を対象に、無線施設の電源設
備等の設置状況等の緊急点検を行った結果、一部の施設において浸水の可能性があ
ることが判明したため、施設への止水扉設置や無線施設の被災時の代替機能確保等
の緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

空港

箇所：関西国際空港を含む約６空港
地上（1階）に電源設備・電気設備が設置されており、

高潮・高波・豪雨により浸水の可能性が懸念される空港

期間：2020年度まで
実施主体：国等

無線施設の電源設備等の浸水対策

内容：

電源設備等への止水扉設
置による浸水対策

達成目標：

航空輸送上重要な空港等１６空港のうち、特に
浸水の可能性が懸念される無線施設の電源設
備等の浸水対策を完了

非常用発電設備等の設置

内容：

可搬型の発電設備、無線
機器、気象観測装置等の整
備

達成目標：

航空輸送上重要な空港等１６空港において、非
常時の管制機能等を確保するため、各地方ブ
ロックの拠点となる空港への非常用発電設備等
の整備を完了

＜止水扉の設置＞
＜可搬型発電装置＞

箇所：関西国際空港を含む約８空港
各地方ブロックの中で拠点となる空港に代替機器を整備
することで、周辺空港が被災した場合でも早期復旧を行う

期間：2018年度まで
実施主体：国等
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航空輸送上重要な空港等に関する緊急対策（ターミナルビル）

概 要：平成30年台風21号等を踏まえ、航空輸送上重要な空港等を対象に、ターミナルビル等の非常用電
源・電気設備の設置状況等の緊急点検を行った結果、一部の電源設備等が地下に設置されており、
浸水の可能性があることが判明したため、電源設備等の浸水対策を図る。また、平成30年北海道
胆振東部地震等を踏まえ、ターミナルビル等の耐震対策の実施状況等の緊急点検を行った結果、
補強が必要な吊り天井が確認されたため、所要の対策を図る。

府省庁名：国土交通省

空港

ターミナルビルの電源設備等の浸水対策

内容：
電源設備等の浸水対策

達成目標：

航空輸送上重要な空港等１６空港において、特
に浸水の可能性が懸念されるターミナルビルの
電源設備等の浸水対策を概ね完了

箇所：約１２空港
地震により、落下等の可能性が懸念されるターミナルビル
の吊り天井を有する空港

期間：可能な限り早期
実施主体：ターミナルビル会社等

ターミナルビルの吊り天井の安全対策

内容：

ターミナルビルの吊り天
井の安全対策

達成目標：
航空輸送上重要な空港等１６空港において、
ターミナルビルの吊り天井の安全対策を概ね完了

＜地下電源設備の浸水被害＞

箇所：関西国際空港を含む約７空港
地下に電源設備・電気設備が設置されており、高潮・高波・
豪雨により浸水の可能性が懸念される空港

期間：可能な限り早期
実施主体：ターミナルビル会社等

＜ターミナルビルの吊り天井の事例（耐震対策後）＞
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航空輸送上重要な空港等に関する緊急対策（空港BCP）

概 要：平成30年台風21号等を踏まえ、航空輸送上重要な空港等を対象に、空港全体としての

機能維持・復旧に必要な業務継続計画（BCP）について見直しを行う。

府省庁名：国土交通省

空港

箇所：約１６空港
航空輸送上重要な空港等、約１６空港

期間：2018年度まで
実施主体：国、空港ターミナルビル管理者、航空事業者その他の空港関係者

空港BCPの見直し

内容：発災時における旅客避難、復旧時における空港へ
のアクセス機能の確保等のための空港ＢＣＰ見直し

達成目標：

航空輸送上重要な空港等１６空港において、空港ＢＣＰの見直しを概ね完了
することで、災害時における円滑な空港全体の機能維持・復旧を図る
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航空輸送上重要な空港等に関する緊急対策（航空路施設）

概 要：平成30年台風21号等を踏まえ、航空交通管制部の施設等を対象に、管制施設の電源
設備等の設置状況等の緊急点検を行った結果、一部の施設において浸水の可能性が
あることが判明したため、施設への止水扉設置による浸水対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

航空交通

箇所：約６施設
地上（1階）に電源設備・電気設備が設置されており、高潮・高波・豪雨により浸水の可能性が懸念される施設

期間：2018年度まで
実施主体：国

管制施設の電源設備等の浸水対策

内容：
電源設備等への止水扉設置による浸水対策

達成目標：

航空交通（航空路）の管制に必要な施設のうち、特に浸水の可能性が懸念される
管制施設の電源設備等の浸水対策を完了

＜止水扉の設置＞＜管制施設の電源設備＞
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海上交通

箇所：船舶通航信号所約20箇所
電源保持時間の基準を満たしていないもの
耐用年数が超過しているもの

期間：2020年度まで
実施主体：国

電源喪失に対応した予備電源設備の整備

内容：対象の予備電源設備が基準を満たすよう整備を
実施し、電源喪失を防止

達成目標：

船舶のふくそうする海域の船舶通航信号所において、非
常時にも自家発電で72時間の運用が可能となるよう、予備
電源設備の整備を完了

燃料タンク 非常用発動発電機

直流電源装置 蓄電池

概 要：平成30年の北海道胆振東部地震の影響により、電力会社からの電力供給が停止し、船
舶通航信号所の非常用発動発電機の燃料切れのため、船舶の交通安全に必要な情報
提供が出来なくなった。これを踏まえ、全国の船舶通航信号所を対象に、予備電源設備
の状態、現状の電源保持時間について緊急点検を行い、電源保持時間の基準を満たし
ていない等、課題がある施設が約20箇所判明したため、基準に対応した予備電源設備
の整備に関する緊急対策を実施する。

府省庁名：海上保安庁

全国の航路標識に関する緊急対策（電源設備）
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海上交通

箇所：灯台約300箇所
鉄筋コンクリート造及びＦＲＰ造の灯台で、亀裂や基礎部
の隙間からの海水浸入により、アンカーボルト等の腐食を誘

発し、倒壊等の蓋然性が高い灯台

期間：2020年度まで
実施主体：国

海水浸入防止対策

内容：海水の浸入を防止
することで、ｱﾝｶｰ
ﾎﾞﾙﾄ等を守り、倒
壊・損壊を防止

達成目標：

海水浸入防止対策が緊急的に必要な全ての灯台につ
いて、海水浸入による倒壊の危険を防止するための対策
を完了

アンカーボルト露出 → コンクリートで保護
（環境遮断）

海域監視体制の強化

箇所：海域約5箇所
海上空港周辺海域のうち、荒天時に避泊船舶が集中し、過
去に走錨等に起因する海難が発生している海域

期間：2020年度まで
実施主体：国

達成目標：

海域監視体制の強化等が必要な全ての海上空港周辺海
域について、走錨等に起因する重大事故の発生を防止す
るための対策を完了

内容：レーダー、監視カメラの整備
による海域監視体制の強化
等により、走錨等に起因する
重大事故を防止

ボルト腐食

＜監視カメラ＞ ＜レーダー＞

概 要：○平成30年の台風24号等による灯台の倒壊・損壊を踏まえ、全国の灯台について亀裂や基礎部
の緊急点検を行い倒壊等の蓋然性の高い灯台が約300箇所あると判明したため、これらの倒壊
等を防止するために必要な緊急対策を実施する。

○台風21号に伴う暴風・波浪の影響により、関西国際空港周辺に避難した船舶が走錨し連絡橋に
衝突したことを踏まえ、海域監視体制について緊急点検を行い、海域監視体制の強化等が必要
な海域約5箇所について、走錨等に起因する重大事故の防止を図るために必要な緊急対策を
実施する。

府省庁名：海上保安庁

全国の航路標識に関する緊急対策（海水浸入防止対策等）
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信号機電源付加装置の更新・整備に関する緊急対策道路

箇所：信号機電源付加装置約1,000台の更新・整備
動作不良の状態にあるものを含め喫緊に更新・整備が必要な信号機
電源付加装置

期間：2020年度まで
実施主体：都道府県

信号機電源付加装置の更新・整備

内 容：発災時における各都道府県の
主要幹線道路や災害応急対策の
拠点に連絡する道路等における
信号機の滅灯対策を推進する
ため、信号機電源付加装置を
更新・整備する。

達成目標：動作不良の状態にあるものを
含め、信号機電源付加装置約
1,000台の更新・整備を完了

自動起動式

滅灯した信号機

滅灯した信号交差点

概 要：平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、全国の信号機電源付加装置の整備・保守状況
等に係る緊急点検を行い、動作不良の状態にあるものを含め、今後優先して更新・整備
を行うべき箇所が確認できたことを踏まえ、災害による停電が発生した際でも、道路交通
に大きな混乱が生じることのないよう、喫緊に約1,000台の信号機電源付加装置を更新・
整備する緊急対策を実施する。

府省庁名：警察庁
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箇所：約2,000箇所

期 間：2020年度まで

実施主体：国、高速道路会社、地方自治体

内 容：道路法面・盛土対策等を行うことで、豪雨による土砂災害
等の発生を防止

達成目標：幹線道路等において、豪雨により土砂災害等が発生する
リスク箇所約2,000箇所について対策を概ね完了

道路法面・盛土等に関する緊急対策（法面・盛土対策、道路拡幅等）

概 要：平成30年7月豪雨を踏まえ、広域交通を担う幹線道路等において、法面・盛土の緊急
点検を行い、土砂災害等の危険性が高く、鉄道近接や広域迂回など社会的影響が
大きい箇所の存在が判明したため、約2,000箇所について土砂災害等に対応した道路
法面・盛土対策、土砂災害等を回避する改良や道路拡幅などの緊急対策を実施する。
また、災害復旧に関する特車許可事務の迅速な処理のための特車審査のシステム

構築や電子データ化を行うとともに、災害時の情報収集の強化及び提供情報の質の
向上に資するための緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

道路

土砂災害等の危険性がある箇所で、鉄道近接や広域迂回など社会的影響が大きい箇所

＜法面法枠工＞

道路法面対策等
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道路の排水施設等に関する緊急対策

概 要：平成30年7月豪雨等の道路の冠水被害を踏まえ、広域交通を担う幹線道路等におい
て、冠水の危険性について緊急点検を行い、冠水発生の恐れのある約1,400箇所につ
いて、排水施設等の補修を行う等の緊急対策を実施する。また、災害時の情報収集の
強化及び提供情報の質の向上に資するための緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

道路

箇所：約1,200箇所
冠水による被災履歴箇所及び洪水時ハザードマップに含まれる

箇所で、排水能力が不十分で冠水被害が想定される箇所

期間：2020年度まで

実施主体：国、高速道路会社、地方自治体

冠水対策に対応した道路排水施設等の補修等

内容：道路の排水能力を
向上させることで冠水に
よる被害を防止

達成目標：

幹線道路等において、豪雨により冠水が想
定される約1,200箇所について対策を概ね完
了

箇所：約200箇所
冠水による被災履歴箇所及び近年の降雨状況に照らして排
水能力が不十分で冠水被害が想定されるアンダーパス部、
地下道、地下駐車場

期間：2020年度まで

実施主体：国、地方自治体

冠水対策に対応したアンダーパス部等の排水設備の補修等

内容：アンダーパス部等の
排水能力の向上を行い、
冠水による被害を緩和

達成目標：

幹線道路等のアンダーパス部等で豪雨によ
り冠水が想定される約200箇所について対策を
概ね完了
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道路における越波、津波に関する緊急対策

概 要：台風21号等の高潮による越波被害や過去の地震による津波被害を踏まえ、広域交通を担う幹線
道路等において、越波・津波の危険性について緊急点検を行い、越波・津波の危険性のある約80
箇所について、消波ブロック整備等の越波防止対策、ネットワーク整備による越波・津波に係る緊
急対策を実施する。また、災害時の情報収集の強化及び提供情報の質の向上に資するための緊
急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

道路

箇所：約80箇所
過去の被災履歴又は事前通行規制区間で越波被害が想定される箇所や越
波・津波被害により災害直後の応急活動や人流・物流等に影響を与える可能
性がある箇所

期間：2020年度まで

実施主体：国、地方自治体

道路越波防止対策やネットワーク整備

内容：越波防止対策を行うことにより越波による被害を防止又
はネットワーク整備を行い、越波・津波による危険箇所を回避

達成目標：

幹線道路等において、高潮による越波及び地震による津波が想定
される約80箇所について対策を概ね完了
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道路橋・道の駅等の耐震補強に関する緊急対策

概 要：平成30年大阪北部地震、北海道胆振東部地震において、橋梁に損傷はなかったものの、一部、橋
梁前後の盛土部で路面変状が発生した。これらを踏まえ、広域交通を担う幹線道路等において、
橋梁の耐震対策の実施状況（橋前後区間含む）について点検を行い、耐震対策未実施の約600箇
所について耐震補強に係る緊急対策を実施する。道の駅については北海道胆振東部地震時に避
難所として活用された実績を踏まえ耐震対策の実施状況について点検を行い、耐震対策未実施の
約30箇所について耐震補強に係る緊急対策を実施する。また、災害時の情報収集の強化及び提
供情報の質の向上に資するための緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

道路

箇所：約600箇所
緊急輸送道路上の橋梁の内、今後30年間に震度6以上の揺
れに見舞われる確率が26％以上の地域にあり、事業実施環
境が整った箇所

期間：2020年度まで

実施主体：国、高速道路会社、地方自治体

橋梁の耐震対策の実施

内容：橋梁の耐震対策の
実施により、地震による
倒壊リスクを解消

達成目標：幹線道路等において、緊急輸送道路
上の橋梁の内、今後30年間に震度6以上の揺れ
に見舞われる確率が26％以上の地域にある橋梁
約600箇所について対策を概ね完了

箇所：約30箇所
自治体の地域防災計画に位置づけがあり、耐震対策が未実

施な道の駅

期間：2020年度まで

実施主体：国、地方自治体

道の駅の耐震対策の実施

内容：道の駅の施設の耐
震対策の実施により、倒
壊リスクを解消

達成目標：

国、地方自治体が管理する道の駅で地域防災計
画に位置づけがあり、耐震対策未実施の道の駅
約30箇所について対策を概ね完了
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全国の踏切道に関する緊急対策

概 要： 平成30年大阪北部地震を踏まえ、全国の踏切道約33,000箇所を対象に、長時間遮断
時に大幅な迂回が必要となる箇所の緊急点検を行い、救急活動や人流・物流等に大
きく影響を与える可能性がある箇所が約200箇所判明したため、関係機関が長時間遮
断時に優先的に開放する踏切への指定等や踏切の立体交差化といった緊急対策を
実施する。

府省庁名：国土交通省

道路

踏切の長時間遮断が救急活動や人流・物流等へ及ぼす影響の低減

箇所 ：約200箇所
市街地で道路と鉄道の立体交差箇所まで相当程度距離があるため、長時間遮断時に大幅な迂回が必要となり、救急活動

や人流・物流等に大きく影響を与える可能性がある踏切道

期間 ：2020年度まで

実施主体：国、地方自治体、鉄道事業者

内容 ：優先的に開放する踏切への指定等や踏切の立体交差

達成目標：長時間遮断時に大幅な迂回が必要となる踏切道において、
関係機関が優先的に開放する踏切への指定等を行うとともに、
踏切の立体交差化を推進。
（うち、約20箇所において3年間で立体交差化を完了）

連続立体交差事業の整備
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道路における無停電設備等に関する緊急対策

概 要：平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、広域交通を担う幹線道路等において、道路
施設、道の駅等の緊急点検を行い、停電により情報が遮断され管理上支障が生じる恐
れのある道路施設約1,600箇所、道の駅約80箇所等について、無停電設備（発動発電
機、蓄電池）の整備等に係る緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

道路

箇所：約1,600箇所
災害時に通行規制を行うなど特に監視が必要な区間（事前
通行規制区間内等）に位置する道路施設で無停電設備が未

設置な箇所等

期間：2020年度まで

実施主体：国、高速道路会社等、地方自治体

道路施設の無停電対策に対応した設備の設置等

内容：道路施設（ＣＣＴＶ、道路情
報板等）の無停電設備を整備する
ことで、被災状況を迅速に把握で
きる体制が確立等

達成目標：
幹線道路等において、事前通行規制区間等の

道路施設約1,600箇所について対策を概ね完了

箇所：約80箇所
自治体の地域防災計画に位置づけがあり、無停電設備が未

整備な道の駅等

期間：2020年度まで

実施主体：国、地方自治体

道の駅の無停電対策に対応した設備の設置等

内容：道の駅の施設の無停
電設備を整備することで、被
災時の住民の避難や復旧
活動を支援等

達成目標：

国、地方自治体が管理する道の駅で地域防災計
画に位置づけのある道の駅約80箇所について対
策を概ね完了

自家発電装置無停電装置
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大雪時の車両滞留危険箇所に関する緊急対策

概 要：平成30年豪雪による道路上での車両滞留の発生を踏まえ、広域交通を担う幹線道路等
において、緊急点検を行い、待避場所や除雪車の不足等の課題があり、大規模な車両
滞留リスクが判明したため、約700箇所について待避場所等のスポット対策や除雪車増
強の体制強化等の緊急対策を実施する。また、災害時の情報収集の強化及び提供情
報の質の向上に資するための緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

道路

箇所：約700箇所
大規模な車両滞留リスクがある箇所として、過去に立ち往生が発生している箇所又は道路縦断勾配が５％以上の箇所

期間：2020年度まで

実施主体：国、高速道路会社、地方自治体

待避場所等のスポット対策・除雪車増強の体制強化等

内容：大雪時の大規模な車両滞留リスクを低減させるため、待避場所等
のスポット対策、除雪車増強の体制強化等を実施

達成目標：

大雪時の大規模な車両滞留リスクを低減させるため、必要な対策箇所
約700箇所について、概ね対策を完了。

＜除雪機械の増強＞

＜チェーン着脱場の整備＞
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市街地における電柱に関する緊急対策

概 要： 平成30年台風21号の暴風に伴う電柱倒壊を踏まえ、市街地における電柱の危険度等
の緊急点検を行い、飛来物等による電柱倒壊の危険性の高い緊急輸送道路の区間
（約1万ｋm）において、緊急性の高い災害拠点へのアクセスルートで事業実施環境が
整った区間について、道路閉塞等を防止する無電柱化による緊急対策を実施する。ま
た、自治体の無電柱化実施体制を点検し、脆弱性が確認されたため、事業実施体制
の支援による緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

道路

延長：緊急輸送道路 約1,000ｋｍ
既往最大風速が一定程度以上で、電柱倒壊の危険度の高い市街地の緊急輸送道路

(約1万km)のうち、災害拠点へのアクセスルートで事業実施環境が整った箇所

期間：2020年度まで

実施主体：国、地方自治体、電線管理者

電柱倒壊に対応した無電柱化の推進

内容：電柱倒壊の恐れのある緊急輸送道路について、道路閉塞等の
被害を防止する無電柱化を推進。また、技術職員がいない自治体
における事業実施をサポートする支援体制の構築

達成目標：

電柱倒壊の危険性が高い市街地の緊急輸送道路（約1万km）において、
災害拠点へのアクセスルートのうち約1,000ｋｍについて工事着手
（地元調整等を完了）

直轄国道

補助国道

都道府県道

市町村道

緊急輸送道路

：市街地（用途地域）

：既往日最大風速が20m/s
未満のエリア（自治体）

：住居地域（住居系用途
地域）

凡例

：電線類地中化実施区間

：非住居地域（非住居系
用途地域）

：既往日最大風速が20m/s
以上28m/s未満のエリア
（自治体）

：既往日最大風速が40m/s
未満のエリア（自治体）

：既往日最大風速が28m/s
以上40m/s未満のエリア
（自治体）

ハザードマップの状況
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緊急輸送路等に布設されている下水道管路に関する緊急対策

概 要： 北海道胆振東部地震における液状化によるマンホール浮上や道路陥没を踏まえ、全国の下水
道管路において、緊急輸送路等に布設されているマンホールの浮上防止対策の実施状況や下
水道管路の耐震性について緊急点検を実施した結果、緊急輸送路等に布設されている管路の
うち、マンホール浮上防止対策が未実施の管路約7千km、重要な幹線のうち耐震性が確保さ
れていない管路約4万kmについて、マンホール浮上防止対策や管路の耐震化、BCPに基づく早
期復旧体制構築等の緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

箇所：マンホール浮上防止対策が未実施の管路 約7千km
緊急輸送路等に布設されている管路のうち、マンホール浮上防止対策が未実施の管路

耐震性が確保されていない管路 約4万km
重要な幹線のうち耐震性が確保されていない管路

（うち、過去に液状化が発生した埋立地区等の緊急性が
高い地区におけるマンホールの浮上防止対策約200km、
管路の耐震化約600km）

期間：2020年度まで
実施主体：都道府県、政令指定都市、市町村、

国（国土技術政策総合研究所）

マンホールの浮上防止対策・管路の耐震化等

内容：マンホール浮上防止対策、管路の耐震化及び
BCPに基づく早期復旧体制の構築等

達成目標：緊急輸送路等における緊急車両の交通機能障害等のリスク低減策が必要な箇所において
対策を概ね完了

下水道

管更生による管渠の耐震対策
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豪雨による鉄道河川橋梁の流失・傾斜に関する緊急対策

概 要：平成３０年７月豪雨等を踏まえ、利用者数が多い線区等を対象に、鉄道河川橋梁の緊
急点検を行い、豪雨により流失・傾斜のおそれがある橋梁が約５０箇所判明したため、
洗掘防止工、異常検知システムの導入等の緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

鉄道

箇 所：約５０箇所
優等列車若しくは貨物列車が運行する路線、又は一定以上の輸送密度を有する線区に位置し、豪雨による流失・傾斜に関
して、施設の現状を踏まえ、緊急性の高い橋梁

期 間：２０２０年度まで
実施主体：鉄道事業者

洗掘防止工、異常検知システムの導入等の豪雨対策

内 容：橋脚の基礎部分をブロック等で補強する
こと（洗掘防止工）によって、橋脚の洗掘に
伴う橋梁の流失・傾斜を防止。また、万が
一、橋梁が傾斜する等の異常が発生した
場合に、これをセンサーで検知し、列車が
橋梁に進入することを防止する信号設備
（異常検知システム）を整備。

達成目標：利用者数が多い線区等において、豪雨により流失・
傾斜のおそれがある鉄道河川橋梁約５０箇所につい
て対策をおおむね完了。

河川に架かる鉄道橋梁
（イメージ図）

橋梁(橋脚)の補強例

橋
脚

石やブロックを
設置し、河床を
補強

①橋脚の傾斜等の

②橋梁手前の信号で
列車を停止

異常を検知

洗掘防止工

異常検知
システム
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豪雨による鉄道隣接斜面の崩壊に関する緊急対策

概 要：平成３０年７月豪雨を踏まえ、利用者数が多い線区等を対象に、鉄道隣接斜面の緊急
点検を行い、豪雨により崩壊のおそれがある斜面約１９０箇所が判明したため、法面
防護工等の緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

鉄道

箇 所：約１９０箇所
優等列車若しくは貨物列車が運行する路線、又は一定以上の輸送密度を有する線区に位置し、豪雨に
よる崩壊に関して、施設の現状を踏まえ、緊急性の高い斜面

期 間：２０２０年度まで
実施主体：鉄道事業者

法面防護工等の斜面崩壊対策

内 容：モルタル吹き付けやコンクリート枠
による補強（法面防護工）等を実施
し、線路内への土砂流入等の被害
を防止。

達成目標：利用者数が多い線区等において、
豪雨により崩壊のおそれがある鉄
道隣接斜面約１９０箇所について対
策をおおむね完了。

法面防護工
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地下鉄・地下駅等の浸水に関する緊急対策鉄道

箇 所：地下駅等出入口約１９０箇所、地下鉄等換気口
約３０箇所、地下鉄トンネル坑口約１０箇所
利用者数が多い線区に位置し、浸水被害が発生し
た場合に、旅客の安全や列車の運行の確保に甚大
な影響を及ぼすおそれのある地下駅等出入口等

期 間：２０２０年度まで
実施主体：鉄道事業者

地下駅出入口等への止水板、
防水扉等の設置等の浸水対策

内 容：止水板、防水扉等の設

置により、地下駅等出入
口等の浸水被害を防止。

達成目標：利用者数が多い線区に位置し、浸水被害が発
生した場合に、旅客の安全や列車の運行の確
保に甚大な影響を及ぼすおそれのある地下駅
等出入口約１９０箇所、地下鉄等換気口約３０
箇所、地下鉄等トンネル坑口約１０箇所につい
て対策をおおむね完了。

箇 所：電源設備等約６０箇所
利用者数が多い線区に位置し、列車や運転保安設備
（信号等）への電力供給機能を果たし、浸水被害が発
生した場合に、列車の運行への影響が特に大きい電
源設備等

期 間：２０２０年度まで
実施主体：鉄道事業者

電源設備等の移設等の浸水対策

内 容 ：電源設備等の移設、

止水板、防水扉等の
設置により、電源設備
等の浸水被害を防止。

達成目標：利用者数が多い線区に位置し、列車や運転保
安設備（信号等）への電力供給機能を果たし、
浸水被害が発生した場合に、列車の運行への
影響が特に大きい電源設備等約６０箇所につ
いて対策をおおむね完了。

概 要：平成３０年台風２１号等を踏まえ、地下鉄、地下駅、電源設備等の緊急点検を行い、浸
水被害が発生した場合に、旅客の安全や列車の運行の確保に甚大な影響を及ぼすお
それのある地下駅等出入口約１９０箇所、地下鉄等換気口約３０箇所、地下鉄等トンネ
ル坑口約１０箇所、電源設備等約６０箇所が判明したため、止水板、防水扉の設置、電
源設備等の移設等の緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

防水扉等の設置

上部に移設

電源設備等の移設
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大規模地震による駅、高架橋等の倒壊・損傷に関する緊急対策鉄道

箇 所：駅：約４０箇所
高架橋柱等：約５，９００箇所
首都直下地震・南海トラフ地震で震度６強以上が想
定される地域等において、利用者数が多い線区に
位置し、大規模地震による倒壊・損傷に関して、施
設の現状を踏まえ、緊急性の高い駅、高架橋等

期 間：２０２０年度まで
実施主体：鉄道事業者

鉄骨ブレースによる駅の耐震補強、鋼板巻きによる高架橋等の耐震補強

内 容：鉄骨ブレース、鋼板巻き等の耐震補強を実施することで、駅、高架橋等の大規模地震
による倒壊・損傷を防止。

達成目標：首都直下地震・南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地域等の利用者数が多
い線区に位置し、大規模地震による倒壊・損傷のおそれがある駅約４０箇所、高架橋
柱等約５，９００箇所について対策をおおむね完了。

鉄骨ブレース 鋼板巻き

鋼板巻きによる
耐震補強

鉄骨ブレースによる
耐震補強

概 要：平成３０年北海道胆振東部地震を踏まえ、首都直下地震・南海トラフ地震で震度６強
以上が想定される地域等において、利用者数が多い線区を対象に、駅、高架橋等の
緊急点検を行い、大規模地震による倒壊・損傷のおそれがある駅約４０箇所、高架橋
柱等約５，９００箇所が判明したため、鉄骨ブレース、鋼板巻き等による耐震補強を実
施する。

府省庁名：国土交通省
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全国の主要な外貿コンテナターミナルに関する緊急対策

概 要： 平成30年台風21号、平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、主要な外貿コンテナターミナルにお
いて、高潮等に対する浸水対策等の緊急点検を行い、コンテナ流出リスク、電源浸水リスク、地震
リスク等の課題がある施設について、浸水対策、耐震対策、港湾BCPの充実化の緊急対策を実
施する。

府省庁名：国土交通省

港湾

浸水対策 耐震対策

港湾BCPの充実化

箇所：約30施設（コンテナ流出対策）
約20施設（電源浸水対策）

浸水リスクが高く、対策が実施されて
いない施設のうち、事業実施環境が
整った施設

期間：2020年度まで
実施主体：国、港湾管理者

内容：

浸水対策を実施し、コンテナ
の流出や電源喪失により港湾
機能が停止することを防止

達成目標：

浸水被害リスクが高く対策が実
施されていない施設のうち、事業
実施環境が整ったコンテナ流出
対策約30施設、電源浸水対策約
20施設の対策を概ね完了

箇所：約5施設
地震リスクが高く、対策が
実施されていない施設のう
ち、事業実施環境が整った
施設

期間：2020年度まで
実施主体：国、港湾管理者

内容：

耐震対策を実施し、大規
模地震時において港湾機能
が停止することを防止

達成目標：
地震リスクが高く、対策が実

施されていない施設のうち、事
業実施環境が整った約5施設
について対策を概ね完了

内容：

各種災害に対する港湾
BCPの充実化を図る。

達成目標：

各種災害に対する港湾
BCPの充実化が必要な約40
港において、BCPの充実化
を完了

コンテナの流出防止対策
（固縛設備）

非耐震強化岸壁背後の陥没

時間軸

港
湾
機
能
（
取
扱
能
力
）

発災

100%

港湾ＢＣＰ
なし

港湾ＢＣＰ
あり

発災後も
港湾機能を
最低限継続

重要機能を中心
に早期機能復旧

BCPの効果イメージ

箇所：約40港
各種災害に対する港湾BCP
の充実化が必要な港湾

期間：2020年度まで
実施主体：港湾管理者等
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全国の主要な内貿ユニットロードターミナルに関する緊急対策

概 要： 平成30年台風21号、平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、主要な内貿ユニットロードターミナ
ルにおいて、高潮等に対する浸水対策等の緊急点検を行い、コンテナ流出リスク、電源浸水リス
ク、地震リスク等の課題がある施設について、浸水対策、停電対策、耐震対策、港湾BCPの充実
化の緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

港湾

浸水対策

耐震対策

停電対策

港湾BCPの充実化

箇所：約10施設
主要なフェリーターミナルで、非常電
源設備が設置されていない施設のう
ち事業実施環境が整った施設

期間：2020年度まで
実施主体：国、港湾管理者

内容：

フェリー可動橋において停電対
策を実施し、地震発生時において
電源喪失により港湾機能が停止
することを防止

達成目標：

フェリー可動橋の非常用電源
が設置されていない施設のうち、
事業実施環境が整った約10施
設について、対策を概ね完了

箇所：約65港
各種災害に対する港湾BCP
の充実化が必要な港湾

期間：2020年度まで
実施主体：港湾管理者等

内容：
各種災害に対する港湾BCP

の充実化を図る。

達成目標：
各種災害に対する港湾BCPの

充実化が必要な約65港において、
BCPの充実化を完了

非常用電源の設置

電気系設備の嵩上げ

箇所： 約2施設（コンテナ流出対策）
約2施設（電源浸水対策）

浸水被害リスクが高く、対策が実施さ
れていない施設のうち、事業実施環
境が整った施設

期間：2020年度まで
実施主体：国、港湾管理者

内容：

浸水対策を実施し、コンテナの流
出や電源喪失により港湾機能が
停止することを防止

箇所：約5施設
主要なRORO船ターミナルで、地
震リスクが高く、対策が実施され
ていない施設のうち、事業実施
環境が整った施設

期間：2020年度まで
実施主体：国、港湾管理者

内容：

耐震対策を実施し、大規模地震
時において港湾機能が停止するこ
とを防止

非耐震強化岸壁背後の陥没
時間軸

港
湾
機
能
（
取
扱
能
力
）

発災

100%

港湾ＢＣＰ
なし

港湾ＢＣＰ
あり

発災後も
港湾機能を
最低限継続

重要機能を中心
に早期機能復旧

BCPの効果イメージ

達成目標：

浸水被害リスクが高く対策が実施さ
れていない施設のうち、事業実施環境
が整ったコンテナ流出対策約2施設、
電源浸水対策約2施設の対策を概ね
完了

達成目標：
地震リスクが高く、対策が実施さ

れていない施設のうち、事業実施環
境が整った約5施設について対策を
概ね完了
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全国の主要なクルーズターミナルに関する緊急対策

概 要： 平成30年台風21号、平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、主要なクルーズターミナ
ルにおいて、地震時の情報提供体制等の緊急点検を行い、情報提供の体制が不十分
等の課題がある施設について、情報提供体制の確保や港湾BCPの充実化の緊急対
策を実施する。

府省庁名：国土交通省

港湾

箇所：約2施設
地震時等の情報提供体制に課題がある施設

期間：2020年度まで
実施主体：港湾管理者

旅客への情報提供体制の確保

内容：情報提供の体制を確保することにより、
地震等の災害時に旅客の避難が妨げ
られることを防止

達成目標：
地震時等の情報提供体制に課題がある約2施
設について、対策を概ね完了

港湾BCPの充実化

・被災施設の復旧策・代替策の実施
・関係者における情報共有
・対外的な広報活動 など 時間

・航路啓開等の応急復旧対策
・被災施設の復旧策・代替策の検討
・緊急支援物資の受け入れ など

・連絡手段の二重化
・備蓄品の充実
・教育・訓練 など

約1週間 数週間から
数ヶ月

事前対策 初動対応 事業継続対応発災

港湾ＢＣＰのイメージ

マネジメント計画 対応計画

箇所：約40港
各種災害に対する港湾BCPの充実化が
必要な港湾

期間：2020年度まで
実施主体：港湾管理者等

内容：各種災害に対する港湾BCPの充実化
を図る。

達成目標：
各種災害に対する港湾BCPの充実化が必要な

約40港において、BCPの充実化を完了

情報提供設備（イメージ） 152



全国の主要な緊急物資輸送ターミナルに関する緊急対策

概 要： 平成30年台風21号、平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、主要な緊急物資輸送
ターミナルにおいて、岸壁の耐震性等の緊急点検を行い、地震時の緊急物資輸送に
十分対応できない恐れがある等の課題がある施設について、耐震強化岸壁の整備や
港湾BCPの充実化の緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

港湾

箇所：約10施設
地震時の緊急物資輸送に十分対応できない恐れ
がある施設のうち、事業実施環境が整った施設

期間：2020年度まで
実施主体：国、港湾管理者

耐震強化岸壁の整備

内容：耐震強化岸壁の整備により、大規模
地震時に緊急支援物資の輸送が妨げ
られることを防止

達成目標：
地震時の緊急物資輸送に十分対応できない恐れがある
施設のうち、事業実施環境が整った約10施設について、
対策を概ね完了

港湾BCPの充実化

地震により被災する岸壁自衛隊による緊急物資荷下ろし

・被災施設の復旧策・代替策の実施
・関係者における情報共有
・対外的な広報活動 など 時間

・航路啓開等の応急復旧対策
・被災施設の復旧策・代替策の検討
・緊急支援物資の受け入れ など

・連絡手段の二重化
・備蓄品の充実
・教育・訓練 など

約1週間 数週間から
数ヶ月

事前対策 初動対応 事業継続対応発災

港湾ＢＣＰのイメージ

マネジメント計画 対応計画

箇所：約70港
各種災害に対する港湾BCPの充実化が
必要な港湾

期間：2020年度まで
実施主体：港湾管理者等

内容：各種災害に対する港湾BCPの充実化
を図る。

達成目標：
各種災害に対する港湾BCPの充実化が必要な

約70港において、BCPの充実化を完了
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全国の主要な臨港道路に関する緊急対策

概 要： 平成30年台風21号、平成30年北海道胆振東部地震を踏まえ、主要な臨港道路において、トンネ
ルの冠水対策等の緊急点検を行い、トンネルの冠水リスク、橋梁の地震リスク、道路の液状化リ
スク等の課題がある施設について、トンネルの冠水対策や道路の液状化対策、橋梁の耐震補強、
港湾BCPの充実化の緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

港湾

トンネルの冠水対策

道路の液状化対策

橋梁の耐震補強

港湾BCPの充実化

箇所：約15施設
地震リスクが高く、対策が実施
されていない施設のうち、事業
実施環境が整った施設

期間：2020年度まで
実施主体：国、港湾管理者

内容：

橋梁の耐震対策により災害時
に港湾機能が停止することを防
止

達成目標：

地震リスクが高く、対策が実
施されていない施設のうち、事
業実施環境が整った約15施設
について、耐震対策を概ね完了

箇所：約85港
各種災害に対する港湾BCP
の充実化が必要な港湾

期間：2020年度まで
実施主体：港湾管理者等

内容：
各種災害に対する港湾BCP

の充実化を図る。

達成目標：
各種災害に対する港湾BCPの充

実化が必要な約85港において、
BCPの充実化を完了

箇所：約2施設
冠水リスクが高く、対策が実施され
ていない施設のうち、事業実施環
境が整った施設

期間：2020年度まで
実施主体：国、港湾管理者

内容：

トンネルの冠水対策により災
害時に港湾機能が停止すること
を防止

達成目標：

冠水リスクが高く、対策が実
施されていない施設のうち、事
業実施環境が整った約2施設に
ついて、対策を概ね完了

箇所：約5施設
液状化リスクが高く、対策が実施
されていない施設のうち、事業実
施環境が整った施設

期間：2020年度まで
実施主体：国、港湾管理者
内容：

道路の液状化対策により災害
時に港湾機能が停止することを
防止

達成目標：

液状化リスクが高く、対策
が実施されていない施設のう
ち、事業実施環境が整った
約5施設について、対策を概
ね完了

時間軸

港
湾
機
能
（
取
扱
能
力
）

発災

100%

港湾ＢＣＰ
なし

港湾ＢＣＰ
あり

発災後も
港湾機能を
最低限継続

重要機能を中心
に早期機能復旧

BCPの効果イメージ

冠水するトンネル

鋼製橋脚補強工

橋脚補強工

地震により液状化する臨港道路
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全国の主要な防波堤に関する緊急対策

概 要： 平成30年台風21号後の24号、25号、更には過去の大規模風浪や地震・津波等の被災
状況を踏まえ、主要な防波堤において、高潮・高波、津波に対する構造物の安定確保
等の緊急点検を行い、高潮・高波リスク、津波リスク等の課題がある施設について、防
波堤の補強や港湾BCPの充実化等の緊急対策を実施する。

府省庁名：国土交通省

港湾

箇所：約10施設（高潮・高波対策）
約5施設（津波対策）

高潮・高波、津波の被災リスクが高く、対策が実施さ
れていない施設のうち、事業実施環境が整った施設

期間：2020年度まで
実施主体：国、港湾管理者

防波堤の補強等

内容：防波堤の補強等を実施することで、高潮・
高波、津波による被災を防止

達成目標：

高潮・高波、津波の
被災リスクが高く、対
策が実施されていない
施設のうち、事業実施
環境が整った高潮・高
波対策約10施設、津波
対策約5施設の対策を
概ね完了

港湾BCPの充実化

・被災施設の復旧策・代替策の実施
・関係者における情報共有
・対外的な広報活動 など 時間

・航路啓開等の応急復旧対策
・被災施設の復旧策・代替策の検討
・緊急支援物資の受け入れ など

・連絡手段の二重化
・備蓄品の充実
・教育・訓練 など

約1週間 数週間から
数ヶ月

事前対策 初動対応 事業継続対応発災

港湾ＢＣＰのイメージ

マネジメント計画 対応計画

箇所：約65港
各種災害に対する港湾BCPの充実化が必要
な港湾

期間：2020年度まで
実施主体：港湾管理者等

内容：各種災害に対する港湾BCPの充実化を図る。

達成目標：
各種災害に対する港湾BCPの充実化が必要な約

65港において、BCPの充実化を完了

防波堤補強のイメージ
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海岸漂着物等に関する緊急対策

概 要： 平成30年７月豪雨等の記録的豪雨を踏まえ、大量に発生した漂流・漂着物等による交通インフラ
への支障等の課題に対応するために、全国の海岸や港湾施設等における漂流・漂着物等の回
収・処理等を行う緊急対策を実施する。

府省庁名：環境省

海岸・港湾

箇所：37都道府県の海岸・港湾
○海岸漂着物処理推進法第14条に基づく

地域計画を作成している都道府県。

期間：2020年度まで
実施主体：都道府県、市町村

漂流・漂着物等の回収・処理

内容：漂流・漂着物等の回収・処理等を行うことにより、 再漂流や
散乱を防止し、船舶の航行や漁業操業、交通インフラに支障
が生じることを防止

達成目標：台風時の波浪・津波等による被害を軽減することで漁港
施設や交通インフラ等の保全を実現するために、居住地
域に隣接する海岸線の漂流・漂着物等の撤去を大幅に
進捗
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携帯電話基地局に関する緊急対策

箇所：約100台
大規模災害時に管轄下の主要基地局の機能維持が難しい

おそれが高い応急復旧対策拠点※

期間：2019年度まで
実施主体：通信事業者
内容：応急復旧対策拠点※に配備

する車載型基地局等を増強
することで、管轄下のサー
ビスエリア支障を防止

達成目標：

2018年度と同規模の災害が発生しても、市町
村役場等における通信サービスを維持するた
めに、車載型基地局等の増設を完了

車載型基地局等の増設

通信

概 要： 平成30年北海道胆振東部地震等を踏まえ、全国の主要な携帯電話基地局を対象に、
予備電源の整備状況等の緊急点検を行い、被害状況の把握から応急復旧の初動対応
等に課題があったため、迅速な応急復旧のための体制整備を行う。また、通信事業者
において、応急復旧手段である車載型基地局等の増設を実施する。

府省庁名：総務省

車載型基地局

箇所：応急復旧の体制
期間：2019年度まで
実施主体：国、通信事業者
内容：
① 通信ネットワークの被害・復旧状況の集約

作業において、事業者側の情報集約、事
業者から総務省への情報受け渡しなどの
手順を改善し、総務省側の情報集約を迅
速に行えるようにする

② 総務省及び通信事業者における被災直後
の初動対応について、具体的な連絡体制
や業務フローを改善し、改善した業務フ
ロー等による訓練の実施により、初動対応
の実効性を確保できるようにする

達成目標：
迅速な応急復旧のための体制を構築するた

めに、初動対応における業務フロー等の策定
を完了

迅速な応急復旧のための体制整備

※停波した携帯電話基地局の応急復旧のため、車載型基地局、可搬型伝送路設備、
移動式電源設備等を保有する拠点。
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地上基幹放送設備に関する緊急対策

概 要： 地上基幹放送事業者の親局及び主要な中継局等の予備電源設備の設置状況につい
て緊急点検を行ったところ、調査対象の全ての放送設備において、予備電源が確保さ
れていることが確認された。また、災害情報の伝達手段について、緊急性の高い情報
の配信遅延等の問題が確認された。これらを踏まえ、次の緊急対策を実施する。
・ 災害時に全国の地方公共団体がラジオ局を開設できるよう、臨時災害放送局設備が未
整備の地方総合通信局に同設備を整備。

・ 災害時における聴覚障害者の情報入手手段確保のため、放送番組の音声を自動で文
字化し、スマートフォン等に表示させる技術の実用化等に対し経費を助成。

・ 各放送局が災害情報をネットで迅速かつ円滑に提供できる共通的配信基盤を整備。
府省庁名：総務省

放送

臨時災害放送局設備の整備

箇所：５局所程度
期間：2019年度まで
実施主体：国
内容：地方総合通信局への

臨時災害放送局設備
を配備

達成目標：
災害時における円滑な

臨時災害放送局の開局
のために、臨時災害
放送局設備の整備を
完了

聴覚障害者への字幕情報
提供システムの構築

災害情報の共通的配信基盤
の整備

箇所：字幕情報提供システム
期間：2019年度まで
実施主体：民間企業等
内容：放送番組の音声を自動で

文字化し、スマートフォン等に
表示させる技術の実用化等に
対し経費を助成

達成目標：
災害時における聴覚障害者の

情報入手手段の確保のために、
字幕情報提供システムの実用化を
完了

箇所：共通的配信基盤
期間：2019年度まで
実施主体：放送事業者等
内容：各放送局が災害情報をネット

で迅速かつ円滑に提供できる
共通的配信基盤を整備

達成目標：
災害情報の迅速・円滑なネット

配信の実現のために、共通的配信
基盤の整備を概成

映像配信
ネットワーク 視聴者

放送局
緊急地震速報
Lアラート 等

1分程度の遅延
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ケーブルテレビ事業者の光ケーブル化に関する緊急対策

概 要： 平成30年7月豪雨等を踏まえ、ケーブルテレビ事業者を対象に、局舎所在地の災害発
生危険度、伝送路の方式及び局舎の停電対策の確認の緊急点検を行い、停電及び
局所的豪雨災害等に弱いなど課題があるケーブルテレビ事業者が判明したため、
ケーブルテレビネットワークの耐災害性強化（ケーブルテレビネットワーク光化）のため
の緊急対策を実施する。

府省庁名：総務省

放送

箇所：ケーブルテレビ事業者 30者程度
災害に弱い旧方式（HFC方式、同軸ケーブル）で事業を営む事業者のうち、条件不利地域において新方式（FTTH方式、光ファイバ）
への切り替えにより耐災害性強化が見込まれるケーブルテレビ事業者で、自治体又は第三セクターが運営主体のもの

期間：2020年度まで
実施主体：ケーブルテレビ事業者
内容：HFC方式をFTTH方式に切り替えることで、耐災害性を強化
達成目標：課題が判明した事業者の課題箇所のFTTH方式への切替えを完了

ケーブルテレビネットワークの耐災害性強化（ケーブルテレビネットワーク光化）

光ノード

タップオフヘッドエンド
アンテナ

光ケーブル化
光ケーブル
同軸ケーブル
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新幹線における外国人旅行客等の情報入手に関する緊急対策

概 要： 近年の豪雨等の災害の頻発・激甚化も踏まえ、外国人旅行客等がウェブサイトやSNS
等を通じて、鉄道の運行情報等を入手できるよう、新幹線の全駅・全車両に無料Wi-Fi
サービスを利用可能な環境を整備する。

府省庁名：国土交通省

箇 所：新幹線全１０８駅、全車両
実施主体：鉄道事業者
内 容：新幹線の全駅・全車両に無料Wi-Fi

サービスを利用可能な環境を整備
する。

新幹線駅構内・車内への無料Wi-Fi環境の整備

鉄道

↑新幹線で無料車内Wi-Fiサービス利用可能車両に
掲出するステッカー

達成目標：災害時においても、訪日外国人旅行
者等がウェブサイトやＳＮＳ等を通じて、
鉄道の運行情報等を入手できる環境を
確保するため、新幹線の全駅・全車両
に無料Wi-Fiサービス環境を整備

駅：２０１８年度中に整備完了予定
車両：２０１９年度中におおむね整備完了予定

整備目標
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